
現空港／連絡誘導路接続部の設計現空港／連絡誘導路接続部の設計

～護岸と橋台の機能を分離した接続構造～～護岸と橋台の機能を分離した接続構造～

羽田再拡張Ｄ滑走路建設工事共同企業体羽田再拡張Ｄ滑走路建設工事共同企業体

工務・設計監理グループ工務・設計監理グループ

上野上野 浩二浩二

2006.09.13



２．接続部に求められる機能２．接続部に求められる機能

４．構造形式４．構造形式

１．現空港／連絡誘導路接続部の位置１．現空港／連絡誘導路接続部の位置

３．自然条件３．自然条件

５．解析結果５．解析結果

６．まとめ６．まとめ



１．現空港／連絡誘導路接続部の位置１．現空港／連絡誘導路接続部の位置
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２．接続部に求められる機能２．接続部に求められる機能

現空港／連絡誘導路接続部現空港／連絡誘導路接続部

護護 岸岸 橋橋 台台

＜常 時＞・抗土圧構造としての安定性

⇒許容応力度以下

＜地震時＞・抗土圧構造としての安定性

⇒八戸・大船渡439gal

応答塑性率1.3以下

損傷レベル2以下

シナリオ・八戸486gal

応答塑性率2.5以下

損傷レベル3以下

＜常 時＞・基礎構造としての安定性

⇒許容応力度以下

＜地震時＞・基礎構造としての安定性

⇒八戸・大船渡439gal

応答塑性率1.3以下

損傷レベル2以下

シナリオ・八戸486gal

応答塑性率2.5以下

損傷レベル3以下

・背後橋台、前面桟橋への影響軽減



３．３．自然条件自然条件

⇒⇒ 大きな地震時側方流動大きな地震時側方流動
・腹付砂、盛砂の液状化・腹付砂、盛砂の液状化

液状化層

既設地盤改良

液状化対策

・加速度が大きく、・加速度が大きく、
継続時間の長い地震継続時間の長い地震
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４．構造形式４．構造形式

構造特徴構造特徴

断面形状断面形状

護護 岸岸 ・・ 橋橋 台台 分分 離離 構構 造造

①低天端護岸と軽量盛土材の採用による土圧軽減

1:1.5

25000 45000

1.2％

⑤ 工学基盤層

②-CA

③-C-1

③-S

②-CB

②-S

S.C.P.(施工済)
as=80％

7100 7000

現空港

1:1
.5

S.C.P.(施工済)
as=80％

S.C.P.(施工済)
as=30％

SCP改良
(as=13％)

CPG改良
(as=13%)

ケーソン

基礎捨石

腹付け砂

盛 砂

埋立砂

20000

9000 64000

岩ズリ

舗装

AP-30.000

AP-36.000

AP-52.000

AP-66.000

AP-70.000

AP-79.000

AP-12.000

AP-5.000

AP-31.700

AP-20.500

AP+3.700

AP-6.000

AP-79.000

AP-71.000

AP-66.000

AP-64.000

AP-58.000

AP-55.000

AP-48.000

AP-46.000

AP-38.000

AP-32.500

捨石 t=1000

③-C-1

③-S

④-S

⑤ 工学基盤層

②-CA

③-S

①-C-2

③-C-1

⑤-S

①-C-1

AP-45.000

②-CB

5900

AP+2.500

CPG改良
(as=8%)

SCP改良
(as=13.3％)

盛 砂

鋼管矢板 φ2000鋼管杭 φ900

AP-57.000

AP-76.200

H.W.L. +2.100
L.W.L. ±0.000

伸縮継手

人口軽量盛土

AP+7.300
AP+7.420

すべり支承

②高剛性自立式護岸（φ2000）と護岸前面地盤の改良による変形抑止
③護岸（抗土圧構造）は連続構造、橋台（基礎構造）は４つ独立構造

④護岸と橋台の杭反力に応じた支持層設定

⑤パラペット後退型護岸の採用による越波量の低減

1:2
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50008000
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５．解析結果５．解析結果

５－１．自重解析結果５－１．自重解析結果
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５－２．地震時変形照査結果（シナリオ波）５－２．地震時変形照査結果（シナリオ波）

残留せん断ひずみ分布図

過剰間隙水圧比の時間最大値の分布図



５－２．地震時変形照査結果（シナリオ波）５－２．地震時変形照査結果（シナリオ波）
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６．まとめ６．まとめ
要求性能 護岸機能＋橋台機能

側方流動に対する変形抑止

現空港／連絡誘導路接続部

イメージ図

構造選定 低天端護岸、軽量盛土材による流動圧の低減

実施設計 メリット① ： 橋台の不連続化

鋼管矢板自立式護岸の成立
護岸・橋台分離構造の成立

メリット② ： 支持層の差別化（杭長の変更）

④－Ｓ

③－Ｓ
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